
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

2011年12月5日  
 

難民保護・再定住・支援への誓い新たに‐世界初の国会決議を採択 
 

 
2011年は、国連で1951年『難民の地位に関する条約（難民条約）』が採択され60周年、日本が難民

条約に加入して30周年の節目の年である。この記念の年に日本で初めて、国会の場において難民の

保護と難民問題の解決策へ向けた継続的な取組みに関する決議案*¹が採択された。 
 
この決議は以下2点において高く評価できる。１）衆参両議院のすべての議員による全会一致の賛成

であったことは、国会レベルにおける難民問題への意識の高まりを示すものである。２）難民条約採

択60周年を記念して世界で初めて、日本の国会で決議が採択されたことは、難民保護及び人道支援

についての日本のリーダーシップを再表明する公約となる。 
 
この国会決議の発議者でもある逢沢一郎衆議院議員（UNHCR国会議員連盟 事務局長）は、「日本

が難民条約に加入して30年、国際社会の一員として懸命に取り組んできた。この決議によって包括

的な法制度の確立、対外的に難民・避難民への支援を強化･継続を表明する。国権の最高機関、国

会で全会一致の賛成で決議されたということは、国会議員の決意であると同時に、日本政府の決意

であり、国民の決意といっても過言ではない」とその強い意志を表明した。 
 
先月来日したアントニオ･グテーレス国連難民高等弁務官は、「東日本大震災という悲劇に見舞われ

ながらも立ち上がる日本人の復興への力強い決意と勇気を称えたい。日本政府と日本の国民は震災

からの復興が最優先課題である中、世界の他の地域で発生している人道危機を忘れることなく、

UNHCRに対しては過去最高額となる財政支援を実現した。その上、国会でも難民保護の決議を掲げ

られたことは、日本が継続して取り組んでいる人道行動への崇高な決意を改めて示すものだ｣、と今

回の決議への感謝の意を表した。 
 
来る12月7日から8日に、スイス、ジュネーブの欧州国連本部にて、難民条約採択60周年を記念して

閣僚会議が行われる。加盟国による難民保護、支援強化に繋がる誓約表明が予定されている。この

たびの国会決議を受け、日本政府からの誓約への一層の期待が高まる。 
 
 
 
 
 
*¹難民の保護と難民問題の解決策への継続的な取り組みに関する決議 
（第179回衆議院本会議、決議第二号、2011年11月17日可決 及び 第179回参議院本会議、決議第一号、

2011年11月21日可決） 
 
2011年は、1951年の『難民の地位に関する条約』採択から60周年、また日本の同条約加入から30周年という節

目の年にあたる。特に、日本は条約加入後、今日に至るまでの30年間、国際社会の一員として世界中の難民や

避難民の支援に臨み、人間の安全保障の概念を強調することによって、難民それぞれについて人道支援と平和 

 



 
 
構築を中心に据えた取り組みを行ってきた。2010年にはパイロット・ケースとしてタイからミャンマー難民を受け入

れるプログラムも開始され、アジアで初の第三国定住による難民の受入国となった。また国内においては、庇護

制度の充実・発展を目的として、難民認定審査の透明化、効率化に力を注いできた。 
 
このような過去の実績と難民保護の国際的基本理念を尊重し、日本は国際組織や難民を支援する市民団体との

連携を強化しつつ、国内における包括的な庇護制度の確立、第三国定住プログラムの更なる充実に向けて邁進

する。同時に、対外的にも従来どおり我が国の外交政策方針にのっとった難民・避難民への支援を継続して行う

ことで、世界の難民問題の恒久的な解決と難民の保護の質的向上に向けて、アジアそして世界で主導的な役割

を担うべく、右決議する。 
 
UNHCR国会議員連盟は超党派議員で構成され、今年10周年を迎える。 
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